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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 69,695 5.2 4,454 15.2 4,403 13.8 2,185 21.7

18年９月中間期 66,246 7.9 3,865 55.3 3,867 64.7 1,796 39.3

19年３月期 132,518 － 7,055 － 6,747 － 2,482 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 21 76  －

18年９月中間期 17 88  －

19年３月期 24 72  －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 △66百万円 18年９月中間期 △31百万円 19年３月期 △107百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 191,202 120,617 61.5 1,169 79

18年９月中間期 195,152 119,126 59.4 1,153 64

19年３月期 197,160 119,382 58.9 1,156 61

（参考）自己資本 19年９月中間期 117,508百万円 18年９月中間期 115,887百万円 19年３月期 116,184百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 7,336 △6,538 △5,340 14,353

18年９月中間期 10,770 △10,207 2,821 16,623

19年３月期 20,407 △16,139 1,288 18,796

２．配当の状況

 １株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 5 00 5 00 10 00

20年３月期 5 00 －   

20年３月期（予想） － 5 00 10 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 139,500 5.3 7,900 12.0 7,700 14.1 4,000 61.1 39 82
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

新規 － 社  除外 － 社  

（注）詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　有

（注）詳細は、17ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び20ページ「表示方法の変更」

をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 100,540,000株 18年９月中間期 100,540,000株 19年３月期 100,540,000株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 87,938株 18年９月中間期 86,769株 19年３月期 87,204株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 55,955 6.0 3,295 16.9 3,581 19.0 2,001 27.0

18年９月中間期 52,784 7.8 2,818 62.5 3,008 75.3 1,575 68.0

19年３月期 105,450 － 5,090 － 5,079 － 2,488 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 19 92

18年９月中間期 15 68

19年３月期 24 77

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 172,120 105,832 61.5 1,053 57

18年９月中間期 175,038 104,154 59.5 1,036 85

19年３月期 177,975 104,689 58.8 1,042 17

（参考）自己資本 19年９月中間期 105,832百万円 18年９月中間期 104,154百万円 19年３月期 104,689百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 112,700 6.9 5,800 13.9 6,000 18.1 3,500 40.6 34 84

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、発表現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、

実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料の４ページをご参照ください。
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１．経営成績
（１）経営成績に関する分析

　①　当中間連結会計期間の概況

 

   　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加基調にあり、個人消費も

　 持ち直しており、景気は緩やかに回復を続けております。

　   航空業界におきましては、燃油価格が引き続き高水準で推移するなど、総じて厳しい事業環境が続きました

　 が、国内線及び国際線旅客数はほぼ前年並みに推移いたしました。

　   このような状況の下、当社グループは、旅客ターミナルビルにおける安全対策強化に全力を傾注するととも　

　 に、顧客第一主義の徹底を図り、全社を挙げて一層のサービス向上に努めてまいりました。また、旅客ターミナ

   ルビル運営の効率化に取り組み、業務の活性化と経営の合理化・効率化を図り、社業発展と経営基盤の強化に   

   努めてまいりました。

　   特に、東京国際空港（羽田）におきましては、さらなる利便性、快適性及び機能性の向上を目指し、第１及び

   第２旅客ターミナルビルについては、物販店舗等の改修工事を実施するとともに、第１旅客ターミナルビルに 

   保育園を開設し、旅客等の要望に積極対応いたしました。また、本年９月２９日からの羽田－上海（虹橋）間  

   国際旅客チャーター便就航等に伴う旅客数の増加に対応するため、国際線旅客ターミナルビルの拡張・改修工事

   を実施いたしました。このほか、Ｐ４簡易立体駐車場の建設に着手し、本年１２月の供用開始を予定しておりま

   す。

　   さらに、警備業務及び旅客サービス業務をより一層専門的かつ効率的に運営するため、本年４月に子会社を

　 ２社設立し、７月より当該業務の運営を委託しております。

     以上の結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、営業収益は ６９６億９千５百万円（前年同期比　

　 ５.２％増）となりました。営業利益は ４４億５千４百万円（前年同期比 １５.２％増）、経常利益は ４４億 

   ３百万円（前年同期比 １３.８％増）、中間純利益は ２１億８千５百万円（前年同期比 ２１.７％増）となり

   ました。

 　　

　   これを事業の種類別セグメントごとに見ますと次のとおりであります。

 

 （施設管理運営業）

 

　   家賃収入は、航空会社の入居スペースの増加等により堅調に推移いたしました。また、施設利用料収入は、  

   本年２月の東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビル５スポットの増築工事完成及び供用に伴い、順調に  

   推移いたしました。その他の収入は、広告料収入の増加等により、堅調に推移いたしました。

　   その結果、施設管理運営業の営業収益は １９９億４千５百万円（前年同期比 ４.２％増）、営業利益は １１ 

   億１千２百万円（前年同期比 ２５.７％増）となりました。

 

 （物 品 販 売 業）

 

　   東京国際空港（羽田）国内線売店につきましては、新商品や季節感のある商品の積極的な催事販売等による

　 販売促進を図るとともに、店舗運営形態の見直しを行ったことなどにより、売上はほぼ前年並みとなりました。

   　国際線売店につきましては、訪日外国人旅客への販売促進、インターネットを活用した免税品事前予約受付  

   サービスの強化等積極的な営業展開を図ることにより、売上増加に努めました。東京国際空港（羽田）免税店の

   売上は、国際線旅客数の増加や免税店の改装・拡張により好調に推移いたしました。成田国際空港においては、

   昨年６月の同空港第１旅客ターミナルビル南ウイング供用開始及び本年４月の同空港第２旅客ターミナルビル  

   本館免税ブランドモール新設による同業他社との競争激化、航空会社の再配置に伴う航空旅客分散による影響等

   により、免税店の売上は減少いたしました。

　   一方、成田国際空港における第２旅客ターミナルビル本館免税ブランドモールに新設された他社免税店への

　 卸売の開始や他社免税店の運営業務受託等の営業努力により、その他の売上は、大幅に増加し、免税店の売上の

　 減少を補いました。

     その結果、物品販売業の営業収益は ４３３億６百万円（前年同期比 ６.５％増）、営業利益は ４５億６千   

   ９百万円（前年同期比 １１.３％増）となりました。
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 （飲    食    業）

 

　   飲食店舗につきましては、弁当の卸売や販売、フランチャイズ契約店舗の展開等が寄与したことなどにより、

   売上は前年を上回りました。機内食につきましては、顧客航空会社のコスト削減や運航休止に伴う機内食提供数

　 の減少等により、売上は前年を若干下回りました。

　   その結果、飲食業の営業収益は ８９億９百万円（前年同期比 ４.２％増）、営業利益は ３億１千９百万円

   （前年同期比 １.４％増）となりました。

 

  ②　当期の見通し

 

　   わが国経済は、輸出の増加、企業収益の増加等により、緩やかに回復を続けると見込まれます。また、航空  

   業界におきましては、引き続き高水準の燃油価格の影響を受ける厳しい状況の中、国内線及び国際線旅客数は  

   ほぼ前年並みに推移するものと見込まれます。

　   このような状況の下、施設管理運営業につきましては、本年２月の東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナル

   の増築工事完成及び供用等に伴い、家賃収入や施設利用料収入等の増加が見込まれるため、堅調に推移するもの

   と予想されます。

　   物品販売業につきましては、国内線売店は、引き続き新商品や季節感のある商品の積極的な催事販売等による

　 販売促進、店舗運営形態の見直し等により、堅調に推移するものと見込まれます。国際線売店につきましては、

   本年４月の成田国際空港第２旅客ターミナルビル本館免税ブランドモール新設による同業他社との競争激化,航空

　 会社の再配置に伴う航空旅客分散による影響等により、売上の減少が予想されるものの、第２旅客ターミナル

　 ビル本館免税ブランドモールに新設された他社免税店への卸売りの開始や、他社免税店の運営業務受託等の営業

　 努力によるその他売上の増加により、売上は堅調に推移するものと予想されます。

　   飲食業につきましては、弁当の卸売や販売、フランチャイズ契約店舗の展開等が寄与することにより、飲食

　 店舗売上は堅調に推移するものと予想されます。また、機内食売上は、航空会社の減便等の影響により、売上の

　 減少が予想されますが、飲食業全体の売上は堅調に推移するものと予想されます。

　   以上により、当期の連結業績見通しにつきましては、営業収益は １,３９５億円（前期比 ５.３％増）、営業

   利益は ７９億円（前期比 １２.０％増）、経常利益は ７７億円（前期比 １４.１％増）、当期純利益は ４０億

　 円（前期比 ６１.１％増）と予想しております。

（２）財政状態に関する分析

  ①　資産、負債及び純資産の状況 

 　　

　　 資産の部は、現金及び預金が減少したほか、建物等の資産の減少等により有形固定資産が ２０億１千万円減少

   したこと等により、前連結会計年度末と比べ ５９億５千７百万円減少し、１,９１２億２百万円となりました。

　   負債の部は、借入金の減少並びに国有財産使用料の支払等による未払費用の減少等により、前連結会計年度末

　 と比べ ７１億９千１百万円減少し、７０５億８千５百万円となりました。

　   純資産の部は、中間純利益の計上による増加と配当金の支払の結果、利益剰余金が前連結会計年度末に比べて 

   １６億８千３百万円増加したこと等により、１,２０６億１千７百万円（前連結会計年度末比１２億３千４百万円

　  の増加）となりました。

　　 この結果、自己資本比率は ６１.５％となりました。

 

 

 ②　キャッシュ・フローの状況 

　　 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前中間連結会計期間に

   比べ ２２億７千万円減少（前年同期比 １３.７％減）し、当中間連結会計期間末は １４３億５千３百万円とな

   りました。

     当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

    営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ ３４億３千４百万円減少（前年同期比 ３１.９％

   減）し、７３億３千６百万円となりました。

　   これは主に、法人税等の支払額が増加したことに加え、国有財産使用料の支払等により未払費用（その他の

   流動負債）が減少したこと等によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　   投資活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ ３６億６千８百円減少（前年同期比 ３５.９％

   減）し、６５億３千８百万円となりました。

　   これは主に、有価証券の売却による収入が増加したことに加え、前中間連結会計期間において第２旅客ターミ

   ナルビルの増築工事等により多かった有形固定資産の取得による支出が減少したこと等によるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　   財務活動の結果使用した資金は、５３億４千万円となりました。（前中間連結会計期間は ２８億２千１百万円

   の収入。）

　   これは主に、第１旅客ターミナルビル改修工事資金及び第２旅客ターミナルビル増築工事資金として長期借入

　 金の返済に伴う支出が増加したこと等によるものであります。

 

キャッシュ・フロー指標の推移  

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成19年9月

 ３月期 ３月期  ３月期  ３月期  中間期

 自  己  資  本  比  率  （％） 62.2 58.1 61.0 58.9 61.5

時価ベースの自己資本比率  （％） 52.0 55.7 59.4 87.6 145.3

 債  務  償  還  年  数  （年） 4.0 5.7 2.2 2.1 2.6

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  （倍） 8.6 6.9 16.8 19.7 15.2

     ※ 自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利子の支払額

　　　（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　　　　　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により計算しております。

　　　　　　３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　　　を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払って

　　　　　　　　いる全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　　　の利息の支払額を使用しております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

 

 　　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要課題の一つとして位置づけており、より一層積極的な姿勢で経営

　 に取り組み、業績の向上に努めることにより、安定的な配当を継続するとともに、東京国際空港（羽田）旅客タ

　 ーミナルビル増築工事等に対する大規模投資を考慮して内部留保を厚くすることを基本としております。

　   当期の配当につきましては、今後の投資計画を考慮し内部留保を強化するとともに、安定配当継続の見地から

　 １株につき１０円（中間期末５円、期末５円）を予定しておりますが、中期経営計画の進ちょくを確認しつつ、

　 配当方針につきましては柔軟に検討してまいります。
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２．企業集団の状況
　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本空港ビルデング株式会社）及び子会社18社、関連
会社６社から構成されており、東京国際空港（羽田）において旅客ターミナルビルの管理運営及び利用者に対
するサービスの提供を主たる事業とする施設管理運営業をはじめ、物品販売業及び飲食業を営んでおります。
また、成田国際空港、関西国際空港及び中部国際空港において物品販売業等を営んでおります。当社、子会社
及び関連会社の企業集団における位置づけと事業内容は次のとおりであります。  
 
 施設管理運営業    … 　当社は、東京国際空港（羽田）において旅客ターミナルビルの施設管理運営業を行
                      っており、主に航空会社を中心とする航空関連企業に施設を賃貸しております。
　                      これに付随して、子会社である株式会社エアポートマックスほか３社及び関連会社
                      ４社は、空港ターミナル施設等の保守・営繕、運営及び清掃を行っております。ま　
　　　　　　　　　　　た、子会社である株式会社ビッグウイングほか２社は、空港ターミナルにおける広告
　　　　　　　　　　　代理業及び旅客サービス等の役務の提供を行っております。関連会社である東京国際
　　　　　　　　　　　空港ターミナル株式会社は、東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・
　　　　　　　　　　　運営事業に係る特別目的会社として設立されました。
 
 物 品 販 売 業　  …　 当社及び子会社である国際協商株式会社ほか７社及び関連会社１社は、物品販売業
                      を行っており、主として東京国際空港（羽田）及び成田国際空港並びに関西国際空港
                      を中心に航空旅客等への商品販売及び中部国際空港をはじめ空港ターミナルビル会社
                      等に対する商品卸売等を行っております。
　                      これに付随して、子会社である株式会社日本空港ロジテムは、商品の運送、倉庫
　　　　　　　　　　　管理等を行っております。

 飲    食    業　  …　 子会社である東京エアポートレストラン株式会社ほか１社は、東京国際空港（羽
                     田）及び成田国際空港の利用者等に対する飲食サービスの提供を行っております。
　                     また、子会社であるコスモ企業株式会社ほか１社は、成田国際空港において国際線
                     航空会社に対する機内食の製造・販売及び冷凍食品の製造・販売を行っております。

以上述べた事項を事業系統図によって示しますと、次のとおりであります。

 

（注）※1 連 結 子 会 社          17社 
   ※2 非連結子会社で持分法非適用会社  1社 

※3 関 連 会 社で持分法適用会社   1社 
※4 関 連 会 社で持分法非適用会社  5社 

施設の保守・営繕、運営 

及び清掃・警備の受託 

不動産賃貸 

施
設
の
保
守
・
営
繕
、
運
営
及
び
清
掃
・
警
備 

不
動
産
賃
貸
・
商
品
販
売
・
サ
ー
ビ
ス 

飲
食
サ
ー
ビ
ス
・
食
品
販
売 

商
品
販
売 

商
品
の
卸
売 

商
品
の
運
送
受
託 

連結財務諸表提出会社 

日 本 空 港 ビ ル デ ン グ㈱ 

 
施設管理運営業 
㈱ エ ア ポ ー ト マ ッ ク ス 
日 本 空 港 テ ク ノ ㈱ 
㈱ ビ ッ グ ウ イ ン グ 
羽 田 ｴ ｱ ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ ｰ㈱ 
羽 田 旅 客 サ ー ビ ス ㈱ 
㈱ 櫻 商 会 
㈱ヒロインターナショナル 
東京国際空港ターミナル㈱ 
㈱成田エアポートテクノ 
㈱ 清 光 社 
㈱ 関 東 コ ー ワ 
新 空 港 総 業 ㈱ 

 

※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※3 
※4 
※4 
※4 
※4 
 
 
 

物 品 販 売 業 
国 際 協 商㈱ 
㈱ビ ッ グ ウ イ ン グ 
㈱日 本 空 港 ロ ジ テ ム          
㈱エ ア ポ ー ト マ ッ ク ス  
㈱羽 田 ｴｱ ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｴ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｽ  ゙
㈱成 田 ｴｱ ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｴ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｽ  ゙
㈱ア イ テ ィ エ ス 
㈱浜 眞 
㈲築 地 浜 眞 
㈱Ｎ Ａ Ａ リ テ イ リ ン グ 
 

 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※1 
※2 
※4 
 

飲 食 業 
東京エアポートレストラン㈱ 
コ ス モ 企 業㈱ 
㈱シ ー ・ テ ィ ・ テ ィ 
会 館 開 発㈱ 

 
※1 
※1 
※1 
※1 
 

施設管理運営業 物 品 販 売 業 

顧        客 

商
品
販
売
の
受
託 

  平成19年４月、警備業務運営の専門子会社として羽田エアポートセキュリティー株式会社（資本金 50百万円
出資比率 100.0％）、及び旅客サービス業務運営の専門子会社として羽田旅客サービス株式会社（資本金 50百
万円　出資比率 100.0％）を設立しました。両社は平成19年７月に業務受託を開始しております。
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３．経営方針
（１）会社の経営の基本方針

　当社グループは、公共性の高い東京国際空港（羽田）旅客ターミナルビルの管理運営を担う純民間企業として、

公共性と企業性の調和を経営の基本理念としております。この基本理念の下、今後とも、旅客ターミナルビルに

おける絶対安全の確立、お客様本位の旅客ターミナルビル運営、安定的かつ効率的な旅客ターミナルビル運営、

並びに企業体質の強化及びグループ企業の総合力向上に努め、空港利用者、取引先、株主をはじめとする関係者

への適切な還元を心がけることを経営の基本方針としております。

 

（２）目標とする経営指標

　当社グループは、投下資本に対するリターンの最大化を図り株主価値の向上を意識した経営を徹底するため、　

本年５月に発表いたしました中期経営計画の最終年度（平成２１年度）におきまして、ＲＯＡ(総資産経常利益率)

５.０％及びＲＯＥ(自己資本当期純利益率) ４.０％を経営目標とし、適正な利益水準を確保することを目指しま

す。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、本年５月に、平成１９年度から平成２１年度までの３年間の中期経営計画を策定し、この計画

期間において、上記（１）の基本方針の下、①東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビルⅢ次計画の推進、　

②２０１０年度の東京国際空港（羽田）の再拡張・国際化への対応、③グループ経営基盤の強化を図ってまいりま

す。

　当社グループの営業の基幹となる東京国際空港（羽田）におきましては、新たに４本目の滑走路等を整備する

「東京国際空港再拡張事業」、及びその新滑走路の供用開始に合わせてＰＦＩ手法により国際線ターミナル、エプ

ロン等を整備する「東京国際空港国際線地区整備等事業」が、それぞれ国により進められております。

　上記の「東京国際空港国際線地区整備等事業」のうち、「国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業」に

ついて、昨年６月当社をはじめとする構成企業の共同出資により、特別目的会社「東京国際空港ターミナル株式会

社」を設立いたしました。現在、同社においては、「実施設計」が終了し、施工業者の選定をおこなっている段階

でございます。当社は今後、平成２２年１０月に予定される国際線旅客ターミナルビル等供用開始に向けて同社の

業務を適切に支援してまいります。

　また、「東京国際空港再拡張事業」に伴う国内線発着枠の増大に伴い予想される航空旅客数の増加に的確に対応

し、航空ネットワークの中心としての拠点空港機能を確保するため、さらなる利便性、快適性及び機能性の向上を

目的とする東京国際空港（羽田）第１旅客ターミナルビルの改修工事等について推進してまいります。

　さらに、本中期経営計画期間中に着工を予定している、東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビルⅢ次計画

及びＰ４本格立体駐車場計画に積極的に取り組んでまいります。

　航空・空港安全対策については、不安定な国際情勢等を考慮し、旅客ターミナルビル等当社グループが管理運営

する区域における巡回警備及び保安・制限区域への職員通用口における出入場管理等の安全対策強化に引き続き

努めてまいります。また、第１旅客ターミナルビル商業エリア「マーケットプレイス」等における物販店舗の改修

等による販売・サービス力強化にも努めてまいります。

　成田国際空港におきましては、昨年６月の同空港第１旅客ターミナルビル南ウイング供用開始及び本年４月の

同空港第２旅客ターミナルビル本館免税ブランドモール新設による同業他社との競争激化や航空会社の再配置に

伴う航空旅客分散による影響等に対応するため、他社免税店について卸売上の強化並びに店舗運営業務の受託を

進め、売上構造の変化に的確に対応するとともに、既存店舗の売上増進及び店舗運営業務の効率化等に努めてまい

ります。

　関西国際空港株式会社から受託しております免税店運営業務や中部国際空港株式会社への商品卸売業務等に

つきましても一層の効率化を図るとともに、事業基盤の拡充に努めてまいります。

　飲食業では、東京国際空港（羽田）において、フランチャイズにより誘致設置した有名飲食店舗の売上増進を

図るとともに、成田国際空港において、航空会社の増便対応や新規顧客の獲得等により機内食販売の拡大を図って

まいります。

　当社グループは、公共性の高い東京国際空港（羽田）旅客ターミナルビルの管理運営を担う純民間企業として、

公共性と企業性の調和を経営の基本理念としております。この基本理念の下、今後とも、旅客ターミナルビルに

おける絶対安全の確立、お客様本位の旅客ターミナルビル運営、安定的かつ効率的な旅客ターミナルビル運営、

並びに企業体質の強化及びグループ企業の総合力向上に努めてまいります。

 

（４）その他、会社の経営上重要な事項

 　    該当事項はありません。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 15,542 13,999  19,128

２．売掛金 6,504 7,592  7,633

３．有価証券 3,097 2,194  2,096

４．たな卸資産 3,598 3,573  3,682

５．繰延税金資産 1,214 1,161  1,130

６．その他 1,559 1,995  1,445

　　貸倒引当金 △6 △7  △7

流動資産合計 31,511 16.1 30,510 16.0 △1,001 35,110 17.8

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1）建物及び
構築物

※２ 117,822 119,601 123,100

(2）機械装置及び運
搬具

※２ 2,105 2,165 2,226

(3）土地 ※２ 7,913 7,450 7,448

(4）建設仮勘定 7,682 2,636 884

(5）その他 6,042 141,565 6,210 138,064 △3,501 6,414 140,074

２．無形固定資産 621 662 41 681

３．投資その他の
資産

(1）投資有価証券 ※２ 12,955 13,609 13,155

(2）繰延税金資産 5,911 6,317 6,047

(3）その他  2,603 2,038 2,090

 　 貸倒引当金  △17 21,453 － 21,965 512 － 21,293

固定資産合計 163,640 83.9 160,692 84.0 △2,948 162,049 82.2

資産合計 195,152 100.0 191,202 100.0 △3,949 197,160 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 4,454 4,939  5,209

２．短期借入金 ※２ 8,488 9,527  9,598

３．未払法人税等 2,330 2,277  2,859

４．賞与引当金 1,005 1,007  808

５．役員賞与引当金 86 94  192

６．その他 9,502 10,322  11,413

流動負債合計 25,868 13.3 28,170 14.7 2,302 30,083 15.3

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 34,546 27,677  32,406

２．退職給付引当金 8,829 8,409  8,652

３．役員退職慰労引当
金

1,259 1,083  1,388

４．その他 5,522 5,244  5,246

固定負債合計 50,158 25.7 42,415 22.2 △7,742 47,693 24.2

負債合計 76,026 39.0 70,585 36.9 △5,440 77,777 39.5

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１．資本金 17,489 8.9 17,489 9.2 － 17,489 8.8

２．資本剰余金 21,309 10.9 21,309 11.1 0 21,309 10.8

３．利益剰余金 74,703 38.3 76,570 40.0 1,867 74,887 38.0

４．自己株式 △76 △0.0 △78 △0.0 △2 △77 △0.0

株主資本合計 113,425 58.1 115,291 60.3 1,865 113,609 57.6

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券評
価差額金

2,504 1.3 2,238 1.2 △265 2,609 1.3

２．繰延ヘッジ損益 △42 △0.0 △22 △0.0 20 △34 △0.0

評価・換算差額等
合計

2,461 1.3 2,216 1.2 △244 2,575 1.3

Ⅲ　少数株主持分 3,238 1.6 3,109 1.6 △129 3,198 1.6

純資産合計 119,126 61.0 120,617 63.1 1,491 119,382 60.5

負債純資産合計 195,152 100.0 191,202 100.0 △3,949 197,160 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 66,246 100.0 69,695 100.0 3,448 132,518 100.0

Ⅱ　売上原価 32,863 49.6 35,212 50.5 2,348 65,719 49.6

営業総利益 33,382 50.4 34,482 49.5 1,099 66,799 50.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※１ 29,517 44.6 30,028 43.1 511 59,743 45.1

営業利益 3,865 5.8 4,454 6.4 588 7,055 5.3

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 5  20   21  

２．受取配当金 86  91   110  

３．工事負担金 －  167   －  

４．報奨金 67  63   130  

５．雑収入 461 621 0.9 381 724 1.0 103 806 1,069 0.8

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 534  488   1,055  

２．持分法による投資
損失

31  66   107  

３．雑支出 52 619 0.9 221 776 1.1 156 213 1,377 1.0

経常利益 3,867 5.8 4,403 6.3 535 6,747 5.1

Ⅵ　特別利益

１．前期損益修正益 ※２ － － － 109 109 0.2 109 － － －

Ⅶ　特別損失

１．たな卸資産廃棄損  －  8   －  

２．固定資産除却損 ※３ 297  －   796  

３．その他の投資等評
価損

 1  －   1  

４. 減損損失 ※４ － 298 0.4 － 8 0.0 △289 193 991 0.8

税金等調整前中
間（当期）純利
益

3,569 5.4 4,503 6.5 934 5,756 4.3

法人税、住民税
及び事業税

2,203   2,137    3,871   

法人税等調整額 △472 1,731 2.6 231 2,368 3.4 637 △601 3,270 2.4

少数株主利益 41 0.1 － － △41 2 0.0

少数株主損失 － － 50 0.0 50 － －

中間(当期)純利
益

1,796 2.7 2,185 3.1 389 2,482 1.9
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

　　 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

                                   　　　　株主資本　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 17,489 21,309 73,562 △75 112,286

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   △502  △502

取締役賞与（注）   △153  △153

中間純利益   1,796  1,796

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
－ － 1,140 △0 1,139

平成18年９月30日残高（百万円） 17,489 21,309 74,703 △76 113,425

                  評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 2,409 － 2,409 3,236 117,932

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）     △502

取締役賞与（注）     △153

中間純利益     1,796

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
94 △42 51 2 54

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
94 △42 51 2 1,193

平成18年９月30日残高（百万円） 2,504 △42 2,461 3,238 119,126

 （注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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　　 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

                                   　　　　株主資本　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 17,489 21,309 74,887 △77 113,609

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当   △502  △502

中間純利益   2,185  2,185

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
－ 0 1,683 △1 1,682

平成19年９月30日残高（百万円） 17,489 21,309 76,570 △78 115,291

                  評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高（百万円） 2,609 △34 2,575 3,198 119,382

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当     △502

中間純利益     2,185

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△370 12 △358 △88 △447

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
△370 12 △358 △88 1,234

平成19年９月30日残高（百万円） 2,238 △22 2,216 3,109 120,617
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　　 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

                                   　　　　株主資本　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 17,489 21,309 73,562 △75 112,286

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △1,004  △1,004

取締役賞与（注）   △153  △153

当期純利益   2,482  2,482

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
－ 0 1,324 △1 1,323

平成19年３月31日残高（百万円） 17,489 21,309 74,887 △77 113,609

                  評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 2,409 － 2,409 3,236 117,932

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）     △1,004

取締役賞与（注）     △153

当期純利益     2,482

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
200 △34 165 △38 127

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　　　　　　（百万円）
200 △34 165 △38 1,450

平成19年３月31日残高（百万円） 2,609 △34 2,575 3,198 119,382

 （注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目を含みます。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書

（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 3,569 4,503  5,756

減価償却費 7,121 7,297  14,618

退職給付引当金の減少額 △67 △242  △244

役員退職慰労引当金の増減額 115 △305  244

賞与引当金の増加額 271 198  74

役員賞与引当金の増減額 86 △98  192

受取利息及び受取配当金 △91 △112  △131

支払利息 534 488  1,055

持分法による投資損失 31 66  107

有形固定資産除却損 337 163  897

売上債権の増減額 △856 40  △1,984

たな卸資産の増減額 78 108  △5

その他の流動資産の増減額 △153 △275  213

仕入債務の増減額 153 △269  908

その他の流動負債の増減額  1,196 △1,155  1,924

その他の固定負債の増減額 38 18  △222

役員賞与の支払額 △153 －  △153

少数株主に負担させた役員賞与の

支払額
△3 －  △3

その他 1 0  241

小計 12,209 10,427 △1,781 23,488

利息及び配当金の受取額 90 110  130

利息の支払額 △493 △482  △1,035

法人税等の支払額 △1,036 △2,719  △2,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,770 7,336 △3,434 20,407

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △13  －

定期預金の払戻による収入 21 －  7

有価証券の取得による支出 △1,497 △1,394  △1,895

有価証券の売却による収入 － 1,998  －

投資有価証券の取得による支出 △252 △5  △262

関係会社株式の取得による支出 △1,530 △1,530  △1,630

有形固定資産の取得による支出 △6,982 △5,269  △12,376

有形固定資産の売却による収入 30 2  30

有形固定資産の除却による支出 △64 －  △157

無形固定資産の取得による支出 △40 △105  △206

長期前払費用に関する支出 △0 △208  △211

その他の投資等に関する支出 △77 △46  △169

その他の投資等に関する収入 219 22  753

その他 △33 10  △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,207 △6,538 3,668 △16,139

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 7,000 －  10,000

長期借入金の返済による支出 △3,639 △4,800  △7,669

親会社による配当金の支払額 △502 △502  △1,004

少数株主への配当金の支払額 △36 △36  △36

その他 △0 △1  △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,821 △5,340 △8,161 1,288

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 △0 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 3,384 △4,542 △7,927 5,557

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 13,238 18,796 5,557 13,238

Ⅶ　新規連結子会社の現金及び現金同等物

の期首残高
－ 100 100 －

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
※１ 16,623 14,353 △2,270 18,796
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関

する事項

(1）連結子会社の数　15社

連結子会社の名称

東京エアポートレストラ

ン株式会社

コスモ企業株式会社

株式会社エアポートマッ

クス

株式会社日本空港ロジテ

ム

株式会社ビッグウイング

日本空港テクノ株式会社

国際協商株式会社

株式会社羽田エアポート

エンタープライズ

株式会社成田エアポート

エンタープライズ

株式会社櫻商会

株式会社浜眞

株式会社ヒロインターナ

ショナル

株式会社シー・ティ・ティ

株式会社アイティエス

会館開発株式会社

　株式会社アートフーズ

センターについては、平

成18年７月１日付で東京

エアポートレストラン株

式会社と合併したため、

連結の範囲から除いてお

ります。

(1）連結子会社の数　17社

連結子会社の名称

東京エアポートレストラ

ン株式会社

コスモ企業株式会社

株式会社エアポートマッ

クス

株式会社日本空港ロジテ

ム

株式会社ビッグウイング

日本空港テクノ株式会社

国際協商株式会社

株式会社羽田エアポート

エンタープライズ

株式会社成田エアポート

エンタープライズ

羽田エアポートセキュリ

ティー株式会社

羽田旅客サービス株式会

社

株式会社櫻商会

株式会社浜眞

株式会社ヒロインターナ

ショナル

株式会社シー・ティ・ティ

株式会社アイティエス

会館開発株式会社

　羽田エアポートセキュ

リティー株式会社及び羽

田旅客サービス株式会社

は、平成19年４月に新た

に設立し、連結の範囲に

含めております。

(1）連結子会社の数　15社

連結子会社の名称

東京エアポートレストラ

ン株式会社

コスモ企業株式会社

株式会社エアポートマッ

クス

株式会社日本空港ロジテ

ム

株式会社ビッグウイング

日本空港テクノ株式会社

国際協商株式会社

株式会社羽田エアポート

エンタープライズ

株式会社成田エアポート

エンタープライズ

株式会社櫻商会

株式会社浜眞

株式会社ヒロインターナ

ショナル

株式会社シー・ティ・ティ

株式会社アイティエス

会館開発株式会社

　株式会社アートフーズ

センターについては、平

成18年７月１日付で東京

エアポートレストラン株

式会社と合併したため、

連結の範囲から除いてお

ります。

(2）非連結子会社の名称等

有限会社築地浜眞

　非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないため、

連結の範囲から除外しており

ます。  

(2）非連結子会社の名称等

有限会社築地浜眞

　　　　　 同左

(2）非連結子会社の名称等

有限会社築地浜眞

　非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、連結

の範囲から除外しておりま

す。  

２．持分法の適用に

関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数

　１社

東京国際空港ターミナル

株式会社

(1) 持分法適用の関連会社数

　１社

東京国際空港ターミナル

株式会社

(1) 持分法適用の関連会社数

　１社

東京国際空港ターミナル

株式会社
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 (2) 非連結子会社及び関連会

社の株式会社清光社ほか４

社の中間純損益及び利益剰

余金のうち、持分相当の合

算額は、いずれも中間連結

財務諸表の中間純損益及び

利益剰余金等に重要な影響

を及ぼしていないため、持

分法の適用から除外してお

ります。

(2) 　　　　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 非連結子会社及び関連会

社の株式会社清光社ほか４

社の当期純損益及び利益剰

余金のうち、持分相当の合

算額は、いずれも連結財務

諸表の当期純損益及び利益

剰余金等に重要な影響を及

ぼしていないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。

(3) 東京国際空港ターミナル

株式会社は、新規設立によ

り、当中間連結会計期間よ

り持分法の適用範囲に含め

ております。 

(3) 　　――――― (3) 東京国際空港ターミナル

株式会社は、新規設立によ

り、当連結会計年度より持

分法の適用範囲に含めてお

ります。 

３．連結子会社の中

間決算日（決算

日）等に関する

事項

　すべての連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算日

と一致しております。

同左 　すべての連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日と

一致しております。

４．会計処理基準に

関する事項

(1）重要な資産の

評価基準及び

評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）　

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　 同左

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

　親会社は売価還元法によ

る原価法、連結子会社は主

として最終仕入原価法

③　たな卸資産

同左

③　たな卸資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償

却資産の減価

償却の方法

①　有形固定資産

　定率法

　なお、連結子会社におい

て、一部の事業所について

は定額法

①　有形固定資産

　定率法

 　なお、連結子会社におい

て、一部の事業所について

は定額法

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。

　これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益は、それぞれ72

百万円減少しております。

　なおセグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。

 （追加情報）

　法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上し

ております。

　この変更により営業利益、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益は、それぞれ89

百万円減少しております。

　なおセグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。

①　有形固定資産

　定率法

 　なお、連結子会社におい

て、一部の事業所について

は定額法

②　無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(3）重要な引当金

の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上

しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

③　役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

　当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号

　平成17年11月29日）を適

用しております。

　これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ86百

万円減少しております。

　なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。

③　役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額の当中間連

結会計期間負担額を計上し

ております。

③　役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平

成17年11月29日）を適用し

ております。

　これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ192百

万円減少しております。

　なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５～10年）による定額法

により費用処理しておりま

す。

④　退職給付引当金

同左

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５～10年）による定額法

により費用処理しておりま

す。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

～10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

～10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、親会社及び

連結子会社の一部は役員退

職慰労金支給内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、親会社及び

連結子会社は役員退職慰労

金支給内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計

上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、親会社及び

連結子会社の一部は役員退

職慰労金支給内規に基づく

連結会計年度末要支給額を

計上しております。

(4）重要なリース

取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

(5）重要なヘッジ

会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

　なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については、特例処理によっ

ております。

①　ヘッジ会計の方法

　　　　 同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

変動金利による借入金

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　将来の金利の変動による

リスクを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引を行

わない方針であります。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動の

累計額とヘッジ対象の相場

変動の累計額とを比較して

有効性の評価を行っており

ます。

　なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については、有効性の評価

を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　 同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(6）その他中間連

結財務諸表

（連結財務諸

表）作成のた

めの基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しており

ます。

消費税等の会計処理

同左

　

消費税等の会計処理

同左

　

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書（連結

キャッシュ・フ

ロー計算書）に

おける資金の範

囲

　中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲は、手

許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない

取得日から３カ月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）の範囲は、手許

現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３カ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号　

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号　平成17年12月９日）

を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は115,930百万円でありま

す。

　なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しております。

　　　　　―――――

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は116,219百万円でありま

す。

　なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

表示方法の変更

 （中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

―――――――
　前中間連結会計期間まで営業外収益の「雑収入」に含

めて表示しておりました「工事負担金」は、営業外収益

の合計額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前中間連結会計期間における「工事負担金」の金

額は26百万円であります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

119,329百万円 133,176百万円

　減価償却資産の減価償却累計

額には、減損損失累計額を含め

ております。 

126,390百万円

　減価償却資産の減価償却累計

額には、減損損失累計額を含め

ております。 

※２　担保資産及び担保付債務 ※２　担保資産及び担保付債務 ※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のと

おりであります。

　担保に供している資産は次のと

おりであります。

　担保に供している資産は次のと

おりであります。

建物及び構築

物
102,027百万円

機械装置 76百万円

土地 709百万円

投資有価証券 4百万円

　計 102,818百万円

建物及び構築

物
102,908百万円

機械装置 63百万円

土地 709百万円

投資有価証券 4百万円

　計 103,686百万円

建物及び構築

物
107,810百万円

機械装置 72百万円

土地 709百万円

投資有価証券 4百万円

　計 108,597百万円

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

長期借入金 42,478百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）

長期借入金 36,852百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）

長期借入金 41,550百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

従業員給与 3,078百万円

賞与引当金繰入
額

990百万円

退職給付費用 370百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

123百万円

役員賞与引当金
繰入額

86百万円

賃借料 4,711百万円

業務委託費 3,556百万円

減価償却費 7,106百万円

従業員給与 3,332百万円

賞与引当金繰入
額

1,013百万円

退職給付費用 352百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

118百万円

役員賞与引当金
繰入額

94百万円

賃借料 4,190百万円

業務委託費 3,703百万円

減価償却費 7,289百万円

従業員給与 7,053百万円

賞与引当金繰入
額

1,016百万円

退職給付費用 755百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

251百万円

役員賞与引当金
繰入額

192百万円

賃借料 8,839百万円

業務委託費 7,521百万円

減価償却費 14,591百万円

※２　　　　――――― ※２　前期損益修正益は、過年度にお

ける租税公課の戻入れであります。

※２　　　　―――――

※３　固定資産除却損は、建物及び構

築物(撤去費含む)289百万円、機

械装置及び運搬具2百万円、その

他5百万円であります。

※３　　　　――――― ※３　固定資産除却損は、建物及び構

築物(撤去費含む)763百万円、機

械装置及び運搬具27百万円、その

他5百万円であります。

※４　　　　――――― ※４　　　　――――― ※４　減損損失

　当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産について減

損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

千葉県
成田市

飲食店舗
設備

建物
及び
構築物

 166百万円

機械装置
及び運搬

具
  13百万円

その他   13百万円

当社グループは、原則として営

業所ごとにグルーピングしており

ます。

　そのグルーピングに基づき、固

定資産の減損を検討した結果、営

業活動から生ずるキャッシュフ

ローが継続してマイナスとなって

いる成田国際空港内飲食店舗の事

業用資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（193百万円）とし

て特別損失に計上いたしまし

た。

　なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定し、

当該資産の帳簿価額の全額を減損

損失として計上いたしました。　
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

 前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

　　普通株式 100,540,000 － － 100,540,000

　　　　　合計 100,540,000 － － 100,540,000

自己株式

　　普通株式　（注） 86,090 679 － 86,769

　　　　　合計 86,090 679 － 86,769

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加679株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 　２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 502 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

 　（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月15日
取締役会

普通株式 502 利益剰余金 5 平成18年９月30日 平成18年12月６日

日本空港ビルデング㈱（9706）平成 20 年３月期中間決算短信

－ 23 －



 当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

　　普通株式 100,540,000 － － 100,540,000

　　　　　合計 100,540,000 － － 100,540,000

自己株式

　　普通株式　（注） 87,204 824 90 87,938

　　　　　合計 87,204 824 90 87,938

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加824株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少90株は、単元未満

　　 株式の売渡しによる減少であります。

 　２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 502 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 　（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月14日
取締役会

普通株式 502 利益剰余金 5 平成19年９月30日 平成19年12月５日
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 前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

発行済株式

　　普通株式 100,540,000 － － 100,540,000

　　　　　合計 100,540,000 － － 100,540,000

自己株式

　　普通株式　（注） 86,090 1,134 20 87,204

　　　　　合計 86,090 1,134 20 87,204

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,134株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少20株は、単元未

　　 満株式の売渡しによる減少であります。

 　２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 502 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月15日
取締役会

普通株式 502 5 平成18年９月30日 平成18年12月６日

 　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 502 利益剰余金 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期

　末残高と中間連結貸借対照表に

　掲記されている科目の金額との

　関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

　末残高と中間連結貸借対照表に

　掲記されている科目の金額との

　関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

　高と連結貸借対照表に掲記され

　ている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 15,542百万円

有価証券勘定 3,097百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

△518百万円

株式及び償還期限が
３ヵ月を超える債券
等

△1,497百万円

現金及び現金同等物 16,623百万円

現金及び預金勘定 13,999百万円

有価証券勘定 2,194百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

△545百万円

株式及び償還期限が
３ヵ月を超える債券
等

△1,295百万円

現金及び現金同等物 14,353百万円

現金及び預金勘定 19,128百万円

有価証券勘定 2,096百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

△531百万円

株式及び償還期限が
３ヵ月を超える債券
等

△1,896百万円

現金及び現金同等物 18,796百万円

（開示の省略）

　リース取引、有価証券、デリバティブ取引に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

施設管理運
営業
（百万円）

物品販売業
（百万円）

飲食業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 18,080 40,322 7,843 66,246 － 66,246

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,061 330 706 2,097 (2,097) －

計 19,141 40,653 8,549 68,344 (2,097) 66,246

営業費用 18,256 36,546 8,234 63,037 (656) 62,380

営業利益 884 4,106 315 5,306 (1,440) 3,865

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

施設管理運
営業
（百万円）

物品販売業
（百万円）

飲食業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 18,841 42,959 7,894 69,695 － 69,695

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,103 347 1,015 2,466 (2,466) －

計 19,945 43,306 8,909 72,161 (2,466) 69,695

営業費用 18,832 38,737 8,589 66,160 (919) 65,240

営業利益 1,112 4,569 319 6,001 (1,546) 4,454

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

施設管理運
営業
（百万円）

物品販売業
（百万円）

飲食業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 36,651 80,364 15,502 132,518 － 132,518

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,146 713 1,641 4,501 (4,501) －

計 38,797 81,078 17,144 137,019 (4,501) 132,518

営業費用 37,430 73,066 16,605 127,102 (1,639) 125,462

営業利益 1,366 8,012 538 9,917 (2,861) 7,055
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　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主な内容

当連結グループが営んでいる事業は、親会社が営む空港ターミナル施設管理運営業を中心に、当該事業に付

帯する航空旅客に対する物品販売、飲食提供及び機内食製造販売等が主であります。事業区分については、

親会社及び連結子会社の事業の類似性・関連性を勘案し、施設管理運営業、物品販売業、飲食業に区分して

おります。また、これら事業区分に属する主な事業は次のとおりであります。

(1）施設管理運営業 … 空港ターミナル施設賃貸、駐車場、その他航空旅客に対するサービス等

(2）物品販売業　　 … 空港ターミナル、その他における商品販売及びこれらに付帯する業務

(3）飲食業　　　　 … 空港等レストラン、機内食製造販売及びこれらに付帯する業務

２．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,440百万円、1,546百万円及び2,861百万円であり、その主なものは、

親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

３．会計方針の変更

（前中間連結会計期間）

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（３）③に記載のとおり、当中間連結会計期

間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は施設管理運営業29百万円、物品販売業　

23百万円、飲食業7百万円、消去又は全社25百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

 (当中間連結会計期間）

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①に記載のとおり、当中間連結会計期

間より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は施設管理運営業59百万円、物品販売業　

10百万円、飲食業1百万円、消去又は全社0百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

　　（前連結会計年度）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（３）③に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。

   この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は施設管理運営業68百万円、物品販売業

 50百万円、飲食業18百万円、消去又は全社55百万円増加し、営業利益が192百万円減少しております。

 ４. 追加情報

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①に記載のとおり、当中間連結会計期

間より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は施設管理運営業68百万円、物品販売業　

2百万円、飲食業15百万円、消去又は全社2百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、本邦以外の国又は地域に属する連

結子会社がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、海外売上高がないため、該当事項

はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,153.64円

１株当たり中間純利益金
額

17.88円

１株当たり純資産額 1,169.79円

１株当たり中間純利益金
額

21.76円

１株当たり純資産額 1,156.61円

１株当たり当期純利益金
額

24.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,796 2,185 2,482

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（百

万円）
1,796 2,185 2,482

期中平均株式数（千株） 100,453 100,452 100,453

（重要な後発事象）

 　　　　該当事項はありません。
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 8,381  5,893   11,458  

２．売掛金 4,821  6,223   5,711  

３．たな卸資産 3,191  3,178   3,245  

４．繰延税金資産 821  742   763  

５．その他 1,344  1,690   1,189  

　　貸倒引当金 △5  △6   △6  

流動資産合計 18,556 10.6 17,723 10.3 △832 22,362 12.6

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1）建物 ※２ 110,460 112,327 116,070

(2）土地 7,250 7,251 7,250

(3）建設仮勘定 7,681 2,636 875

(4）その他 8,705  8,691   9,129  

　　　　計 134,096  130,908  △3,188 133,324  

２．無形固定資産 578  612  33 634  

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 10,374 9,697 10,569

(2）関係会社株式 6,109 7,739 6,209

(3）繰延税金資産 3,318 3,962 3,363

(4）差入保証金 1,467 1,028 993

(5）その他 535  448   516  

　　　　計 21,806  22,876  1,070 21,652  

固定資産合計 156,481 89.4 154,397 89.7 △2,084 155,612 87.4

資産合計 175,038 100.0 172,120 100.0 △2,917 177,975 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 3,330  3,676   4,062  

２．一年以内返済長期借
入金

※２ 8,112  9,196   9,240  

３．未払金  1,739  3,049   2,795  

４．未払費用 3,517  2,663   4,390  

５．未払法人税等 1,700  1,827   2,204  

６．賞与引当金 364  310   290  

７．役員賞与引当金 25  26   55  

８．その他 3,730  4,469   4,415  

流動負債合計 22,521 12.9 25,218 14.6 2,696 27,453 15.4

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 34,062  27,470   32,068  

２．退職給付引当金 4,684  4,535   4,639  

３．役員退職慰労
引当金

518  514   564  

４．預り保証金 6,862  6,354   6,337  

５．その他 2,233  2,194   2,223  

固定負債合計 48,361 27.6 41,069 23.9 △7,292 45,831 25.8

負債合計 70,883 40.5 66,287 38.5 △4,595 73,285 41.2
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本        

１．資本金  17,489 10.0  17,489 10.1 －  17,489 9.8

２．資本剰余金           

　(1) 資本準備金 21,309  21,309   21,309  

  (2) その他資本
剰余金

0  0   0  

　資本剰余金合計 21,309 12.2 21,310 12.4 0 21,309 12.0

３．利益剰余金           

　(1) 利益準備金 1,716  1,716   1,716  

　(2) その他利益
剰余金

       

　   配当平準準備金 4,560  4,560   4,560  

　   羽田東側施設建設
積立金

5,000  －   5,000  

　   別途積立金 48,700  55,700   48,700  

     繰越利益剰余金 3,126  3,036   3,537  

　利益剰余金合計 63,103 36.0 65,013 37.8 1,910 63,514 35.7

４．自己株式  △76 △0.0  △78 △0.0 △2  △77 △0.1

　株主資本合計 101,826 58.2 103,734 60.3 1,907 102,236 57.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券
評価差額金

 2,371 1.3  2,121 1.2 △250  2,486 1.4

２．繰延ヘッジ損益  △42 △0.0  △22 △0.0 20  △34 △0.0

　評価・換算差額等合
計

2,328 1.3 2,098 1.2 △229 2,452 1.4

　純資産合計 104,154 59.5 105,832 61.5 1,678 104,689 58.8

　負債純資産合計 175,038 100.0 172,120 100.0 △2,917 177,975 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 52,784 100.0 55,955 100.0 3,170 105,450 100.0

Ⅱ　商品売上原価 25,785 48.9 27,988 50.0 2,202 51,719 49.1

営業総利益 26,998 51.1 27,966 50.0 968 53,730 50.9

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

24,180 45.8 24,671 44.1 490 48,640 46.1

営業利益 2,818 5.3 3,295 5.9 477 5,090 4.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 767 1.5 905 1.6 137 1,212 1.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 577 1.1 619 1.1 41 1,222 1.2

経常利益 3,008 5.7 3,581 6.4 573 5,079 4.8

Ⅵ　特別利益 ※３ － － 109 0.2 109 － －

Ⅶ　特別損失 ※４ 281 0.5 － － △281 281 0.2

税引前中間（当
期）純利益

2,727 5.2 3,691 6.6 964 4,798 4.6

法人税、住民税
及び事業税

1,630  1,770  2,860  

法人税等調整額 △478 1,152 2.2 △80 1,690 3.0 538 △550 2,310 2.2

中間（当期）純
利益

1,575 3.0 2,001 3.6 426 2,488 2.4

日本空港ビルデング㈱（9706）平成 20 年３月期中間決算短信

－ 33 －



(3）中間株主資本等変動計算書

　　 前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

配当
平準
準備金

羽田東側
施設建設
積立金 

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,309 1,716 4,560 5,000 48,700 2,101 62,078 △75 100,801

中間会計期間中の変動額             

剰余金の配当(注)         △502 △502  △502

取締役賞与(注)         △47 △47  △47

中間純利益         1,575 1,575  1,575

自己株式の取得           △0 △0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

            

中間会計期間中の変動額
合計（百万円）

－ － － － － － － － 1,025 1,025 △0 1,024

平成18年９月30日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,309 1,716 4,560 5,000 48,700 3,126 63,103 △76 101,826

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高
（百万円）

2,289 － 2,289 103,091

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当(注)    △502

取締役賞与(注)    △47

中間純利益    1,575

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

82 △42 39 39

中間会計期間中の変動額
合計（百万円）

82 △42 39 1,063

平成18年９月30日残高
（百万円）

2,371 △42 2,328 104,154

 　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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　　 当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

配当
平準
準備金

羽田東側
施設建設
積立金 

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,309 1,716 4,560 5,000 48,700 3,537 63,514 △77 102,236

中間会計期間中の変動額             

剰余金の配当         △502 △502  △502

羽田東側施設建設積立
金の取崩

      △5,000  5,000 －  －

別途積立金の積立        7,000 △7,000 －  －

中間純利益         2,001 2,001  2,001

自己株式の取得           △1 △1

自己株式の処分   0 0       0 0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

            

中間会計期間中の変動額
合計（百万円）

－ － 0 0 － － △5,000 7,000 △501 1,498 △1 1,497

平成19年９月30日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,310 1,716 4,560 － 55,700 3,036 65,013 △78 103,734

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算差額
等合計 

平成19年３月31日残高
（百万円）

2,486 △34 2,452 104,689

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △502

羽田東側施設建設積立
金の取崩

   －

別途積立金の積立    －

中間純利益    2,001

自己株式の取得    △1

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

△365 12 △353 △353

中間会計期間中の変動額
合計（百万円）

△365 12 △353 1,143

平成19年９月30日残高
（百万円）

2,121 △22 2,098 105,832
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　　 前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

配当
平準
準備金

羽田東側
施設建設
積立金 

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,309 1,716 4,560 5,000 48,700 2,101 62,078 △75 100,801

事業年度中の変動額             

剰余金の配当(注)         △1,004 △1,004  △1,004

取締役賞与(注)         △47 △47  △47

当期純利益         2,488 2,488  2,488

自己株式の取得           △1 △1

自己株式の処分   0 0       0 0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

            

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 0 － － － － 1,436 1,436 △1 1,435

平成19年３月31日残高
（百万円）

17,489 21,309 0 21,309 1,716 4,560 5,000 48,700 3,537 63,514 △77 102,236

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高
（百万円）

2,289 － 2,289 103,091

事業年度中の変動額     

剰余金の配当(注)    △1,004

取締役賞与(注)    △47

当期純利益    2,488

自己株式の取得    △1

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

197 △34 163 163

事業年度中の変動額合計
（百万円）

197 △34 163 1,598

平成19年３月31日残高
（百万円）

2,486 △34 2,452 104,689

 　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目を含みます。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準

及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

　移動平均法による原価

法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

　移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

　      　同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

　売価還元法による原価法

(3）たな卸資産

同左

(3）たな卸資産

同左

２．固定資産の減価

償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

(1）有形固定資産

　定率法

  (会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

　これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純

利益は、それぞれ72百万円

減少しております。

  (追加情報）

　法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しており

ます。

(1）有形固定資産

　定率法

日本空港ビルデング㈱（9706）平成 20 年３月期中間決算短信

－ 37 －



項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ65百万円減

少しております。

(2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基

準

(1）貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平

成17年11月29日）を適用し

ております。

　これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ25百万円減

少しております。

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、当事業年度における

支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。

 

 

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上し

ております。 

 （会計方針の変更）

　当事業年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17

年11月29日）を適用してお

ります。

　これにより営業利益、経

常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ55百万円減

少しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金支給内規に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金支給内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

４．リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５．ヘッジ会計の方

法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

　なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については、特例処理によっ

ております。

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　 同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

　変動金利による借入金

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　将来の金利の変動による

リスクを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引を行

わない方針であります。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動の

累計額とヘッジ対象の相場

変動の累計額とを比較して

有効性の評価を行っており

ます。

　なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については、有効性の評価

を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　 同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しており

ます。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺の上、

流動負債の「未払金」に含

めて表示しております。

 

消費税等の会計処理

　　　　 同左

 

 

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しており

ます。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は104,197百万円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

　　　　　―――――

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は104,723百万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度末

（平成19年３月31日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

108,356百万円 122,062百万円 115,264百万円

※２  担保資産及び担保付債務 ※２  担保資産及び担保付債務 ※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次の　

とおりであります。

　担保に供している資産は次の　

とおりであります。

　担保に供している資産は次のと

おりであります。

建物 99,552百万円 建物 100,526百万円 建物 105,347百万円

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

　担保付債務は次のとおりであり

ます。

長期借入金 42,174百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）

長期借入金 36,666百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）

長期借入金 41,308百万円

（一年以内返済長期借入金を含

む）

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1百万円

受取配当金 244百万円

受取利息 10百万円

受取配当金 248百万円

受取利息 9百万円

受取配当金 266百万円

   

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 541百万円 支払利息 494百万円 支払利息 1,072百万円

※３　      ――――― ※３　特別利益のうち主要なもの ※３　       ―――――

   前期損益修正益 109百万円

 　　　(過年度租税公課戻入)

   

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　　　　――――― ※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 281百万円

　建物

　(撤去費含む)

275百万円

  その他 5百万円

   

　   

    

固定資産除却損 281百万円

　建物

  (撤去費含む)

275百万円

  その他 5百万円

　５　減価償却実施額

 有形固定資産 6,670百万円

 無形固定資産 97百万円

　５　減価償却実施額

 有形固定資産 6,860百万円

 無形固定資産 118百万円

　５　減価償却実施額

 有形固定資産 13,715百万円

 無形固定資産 198百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

普通株式　（注） 86,090 679 － 86,769

合計 86,090 679 － 86,769

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加679株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

普通株式　（注） 87,204 824 90 87,938

合計 87,204 824 90 87,938

　 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加824株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少90株は、単

　　　 元未満株式の売渡しによる減少であります。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式

数（株）

当事業年度減少株式

数（株）

当事業年度末株式数

（株）

普通株式　（注） 86,090 1,134 20 87,204

合計 86,090 1,134 20 87,204

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,134株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少20株は、単

　　　 元未満株式の売渡しによる減少であります。
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,036.85円

１株当たり中間純利益金
額

15.68円

１株当たり純資産額 1,053.57円

１株当たり中間純利益金
額

19.92円

１株当たり純資産額 1,042.17円

１株当たり当期純利益金
額

24.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,575 2,001 2,488

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（百

万円）
1,575 2,001 2,488

期中平均株式数（千株） 100,453 100,452 100,453

（重要な後発事象）

 　　　　該当事項はありません。
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６．その他
  (1) 生産、受注及び販売の状況

　当社グループの事業は、「２.　企業集団の状況」において記載したとおりの業種、業態により、生産実績等につい

て、事業の種類別セグメントごとの生産規模及び受注規模を記載することは困難であります。

　このため、生産、受注及び販売の状況については、「１．経営成績」における各事業のセグメント業績に関連付け

て記載しております。

　なお、当中間連結会計期間の営業収益実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

施設管理運営業（百万円） 18,080 18,841 36,651

家賃収入（百万円） 6,912 7,052 13,873

施設利用料収入（百万円） 7,151 7,717 14,476

その他の収入（百万円） 4,016 4,072 8,301

物品販売業（百万円） 40,322 42,959 80,364

国内線売店売上（百万円） 17,281 17,124 34,454

国際線売店売上（百万円） 11,853 10,857 22,655

その他の売上（百万円） 11,187 14,977 23,254

飲食業（百万円） 7,843 7,894 15,502

飲食店舗売上（百万円） 4,803 4,886 9,487

機内食売上（百万円） 2,623 2,599 5,106

その他の売上（百万円） 416 408 908

合計（百万円） 66,246 69,695 132,518

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．施設管理運営業の家賃収入における貸付状況は、次のとおりであります。

区　　　　　　分

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

比率（％） 比率（％） 比率（％）

所有総面積（㎡） 530,339 － 553,908 － 553,740 －

貸付可能面積（㎡） 210,282 100.0 213,071 100.0 212,816 100.0

貸付面積（㎡） 199,315 94.8 203,181 95.4 201,478 94.7

航空会社（㎡） 119,783 57.0 121,739 57.1 121,758 57.2

一般テナント（㎡） 49,121 23.3 50,029 23.5 49,414 23.2

当社グループ使用（㎡） 30,411 14.5 31,411 14.8 30,305 14.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
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